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１．目的 

デイサービスとは、介護を必要としている人に対して昼間の一定時間、専門の福祉施設

で日常生活上のお世話や機能・適応訓練などを受けることとされている。デイサービスに

関する研究はこれまで以下大きく２つの課題が検討されている。一つ目はサービスの利用

効果や質に関するものであり、二つ目はデイサービスの利用に影響する要因の研究である。 

以上のようにデイサービスに関する研究の蓄積はあるものの、検討すべき課題も残され

ている。デイサービスの目的は、要介護高齢者の自立支援、生活への適応、社会的孤立感

の解消を図るとともに、家族の介護負担の解消ということにある。そのためには、継続し

てデイサービスを利用する必要があるが、現実には利用を中止する人が少なくない。した

がって、利用をできるだけ継続させるために、利用を継続した人と利用を中止した人とで、

その特性を比較し、利用継続に関連する要因を明らかにする必要があるが、このような研

究は少ない。 

以上の研究の現状をふまえ、本研究の目的は、デイサービスを利用中止した利用者と利

用継続している利用者の特性を比較し、利用継続あるいは中止要因を明らかにすることと

した。 

 

２．研究方法 

１）対象と調査方法 

利用者の調査対象は、神奈川県川崎市川崎区のデイサービスの施設の利用者あるいは利

用中断者である。利用継続者とは６ヶ月以上の利用者、それに対して利用中止者は利用期

間が６ヶ月未満のものとする。年齢は 65 歳以上とする。さらに、認知面で障害があり、質

問を理解できない高齢者は除外する。利用中止者の定義については、どの程度の期間の継

続利用の後を中止とするかは、明確な定義がない。本研究では、筆者自身のデイサービス

における勤務経験から、6か月以上利用を継続している人は、ＡＤＬの向上が見られる場合

やその後も継続して利用するケースが多く存在した。このような経験を踏まえて、6ヶ月未

満で利用を中止した人と定義した。 

以上のような対象者を得るため、川崎区の全居宅介護支援事業所 43箇所に対して、利用

継続者と利用中止者の紹介を依頼した。23 箇所から返答があり、そのうち 8 箇所について

は、協力するとの回答があった。 

調査方法は、居宅介護支援事業所のケアマネージャーが利用継続者と利用中止者に対し

て調査票を用いた調査を実施することとした。回数数は、継続利用者 15 人、利用中止者 5

人、計 20 人であった。 

２）分析項目 

先行研究をふまえ、①利用目的、②デイサービスの各種活動に対する満足度、③家族介

護志向、④コーピング、⑤集団志向性、の５つの側面から、継続利用者と利用中止者の特

性を比較した。ただし、以上の③～⑤の項目については、調査においてケアマネージャー
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からの協力を得る際、調査票の短縮を求められたため、削除せざるをえず、分析に用いる

ことができなかった。 

３）倫理的配慮 

調査の実施に際しては、調査への自由意思による参加および個人情報の保護を徹底させ

た。本研究については、桜美林大学の倫理委員会の承認を得ている。 

 

３．結果 

利用中止者と利用継続者における利用目的の違いをみると、「入浴ができる」については、

利用中止者が利用継続者と比較して低い傾向がみられた。「一人で暮らす時間」「周囲の人

に勧められた」「家族に極力迷惑をかけたくない」「体を動かすことができる」については

有意差がみられなかった。 

利用中止者と利用継続者における満足度の違いをみると、総合的満足度では、利用中止

者が利用継続者と比較して有意に低いという結果が得られた。項目別満足度では、職員の

対応、職員への信頼感、施設生活のしやすさ、心配事の軽減、送迎職員の対応については、

利用中止者で利用継続者と比較して有意に満足度が低かった。職員への話やすさと行事に

ついては、利用中止者で利用継続者と比較して満足度が低い傾向がみられた。 

 

４．考察 

本研究の目的は、利用を継続した人と利用を中止した人とで、その特性を比較し、利用

継続に関連する要因を明らかにすることにあった。本研究で明らかになったこととして、

総合的な満足度だけでなく、特に職員の対応に関連する満足度が利用中止に大きな影響が

あることが分かった。加えて、利用目的が利用中止するか否かにも影響しており、特に入

浴を目的としない利用の場合には中止に至る割合が高いことも明らかとなった。 

本研究における問題点として以下の点が指摘できる。 

第１に、分析対象者数なかでも利用中止者の数が少ないという問題がある。その要因に

は、調査の実現可能性についての見通しが甘かった点がある。筆者が個人的に知り合いの

事業所のスタッフから調査協力の了解が得られていたことなどから、比較的短時間の間に

ケースが収集できると考えていたが、しかし、予想以上に対象者からの拒否的な対応があ

り、分析例数を確保することができなかった。 

第２には、調査実施上の制約から分析項目を削減せざるをえなかった点である。当初、

分析枠組みに集団志向性、コーピングの項目を入れていた。しかし、分析例数を多く集め

る必要性から、ケアマネージャーに面接をお願いしなければならず、ケアマネージャーの

要望に基づき調査票を短くした。さらに、家族介護者に関する項目についても、単身者が

多く分析できるケースが収集できなかった。 

第３には、デイサービスの利用中止者の定義が曖昧である点が指摘できる。デイサービ

スの効果が、どのくらいの継続利用によって発現するかといった知見に基づく定義が必要
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である。しかし、このような知見が乏しいことから、本研究では、利用中止者の定義を、

筆者の経験に基づき、便宜的に設定した。 

 

５．結論 

デイサービスの目的は、要介護高齢者の自立支援、生活への適応、社会的孤立感の解消

を図るとともに、家族の介護負担の解消ということにある。そのためには、継続してデイ

サービスを利用する必要があるが、現実には利用を中止する人が少なくない。本研究では、

利用をできるだけ継続させる方策を考えるために、利用を継続した人と利用を中止した人

とで、その特性を比較し、利用継続に関連する要因を明らかにしようと試みた。分析の結

果、特に職員の対応に関連する満足度が利用中止に大きな影響があることが分かった。 
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